
復帰前後の沖縄自治州(特別自治体)構想

江上　能義

沖縄は1972(昭和47)年5月15日に日本(本土)に復帰した。 施政権が返還されたこの年の前後の

時期は、米軍施政権下の復帰運動が反基地闘争や自治権獲得運動などとも連動して沖縄は激しく揺れ動い

た。沖縄の本土復帰のあり方をめぐってこの頃、「核抜き本土並み」返還の是非など、さまざまな角度から

論争が展開されたが、そのひとつに沖縄自治州(特別自治地域)論があった。

復帰前後の当時、この沖縄自治州論に耳を傾ける人々はほとんどおらず、"世替わり"の激流の中に飲み

込まれて消え去ったかにみえたが、その復帰10年の節目の頃に特別都道府県構想(宮本憲一)、沖縄特別

県構想(沖縄県自治労)、沖縄自治憲章(玉野井芳郎はか)などの沖縄の自治への試論が活発に展開され、

その際に再び、復帰当時の沖縄自治州論が取り上げられて再考された。 その後も沖縄の自治や自立をめぐ

る論議の炎は受け継がれて今日に至っており、こうした論議が高まるたびに必ずといっていいはど沖縄独

立論とともに沖縄自治州論が姿を見せる。 地方自治体改革のI--環として道州制に向けた動きが本格化する

と予想される昨今、その主張を検証して「日本の中の沖縄」や「日本と沖縄」をめぐる今後の議論の一助

になればと思う。 本稿では、この沖縄自治州論の代表的な4名の主張を考察する。 その4名とは、平恒次、

比嘉幹郎、久場政彦、野口雄一郎の4氏である。

1平恒次のrf中綿特別自治体」構想-・"「琉球人」は訴える"

(『中央公論』1970年11月号)

(1)なぜ「琉球人」なのか?

まず初めに取り上げるのが平恒次氏である。 彼は4名のなかで最も早く沖縄自治州論を展開している。

1926年に沖縄で生まれ、戦後のいわゆる「米留」組のひとりであり、. ニューメキシコ大学やウィスコンシ

ン大学の学部で学び、ウイス. 3ンシン大学で修士、スタンフォード大学で博士の学位(経済学)を取得し

た。そしてイリノイ大学で教鞭を執っていた平氏は、『中央公論』誌の1970年11月号で、"「琉球人」は

訴える"というタイトルで論説を書いている。 なぜ「沖縄人」ではなく「琉球人」なのか? 1945年から

72年までの27年間の米国統治下における沖縄は、「琉球」と公式には呼称される場合が多かった。 また時

代をさかのを計しぼ、琉球王国として独立を保持した時代があった1879(明治12)年、日本に完全

に併合されて琉球王国が消滅し、沖縄県となった。 平恒次氏自身は次のように述べている(1).

私は、第一次的に「琉球人」であって、琉球という「わが国」がたまたま国際法的に、日本という主権国家に所属している

ためにも、私も「日本国籍人」であるという意識構造をもっているのである. -・右のような、個人の意識における「国」

の重層性を理解することは、1972年に予定される沖縄の日本復帰において、決定的な重要性をもっているからである。 も

し、沖縄住民が、第一次的に「琉球人」であり、第二次的に「日本国籍人」であることが、日本国家の枠内の論理では、理解

しがたいというのであれはぜひ、スコットランド人やジュネ-ヴ人の意識構造に思いをいたされたい。

第-次的にはスコットランド人であり、第二次的には英国人である、第一次的にはジュネ-ヴ人であり1

第二次的にはスイス人であるのと同様な国家構成の座標が、琉球と日本との間にあるということがヾ沖縄

の日本復帰に際して意識的に活用されなければ沖縄住民の幸福は確保できないのではないかと平氏は危

供している。 なぜならば「連合王国対スコットランドや、スイス連合国対ジュネ-ヴという関係が、民主

的国体の一つの典型であるとするならば、日本対琉球という関係も、同様な民主的精神によって貫かれな
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ければならないと思う」(2)からである。 ~その主張は、多くの国で生活し研究した平氏自身の経験から生

じた「わが琉球は、明らかに、「国たるに値する伝統と文化をもっている」(3)という確信に支えられて

いた。このことをすべての「日本人」にわかっていただきたいと彼は言う。
そして錦求を一つの独立国と

して認識することから、「復帰」のあらゆる戦術が出発しなければならない、と言い切るのである(4)。

日本と同格の琉球、これを出尭点とすれば、「日本復帰」は琉球国の日本国への合併申し込みのような

もので、合併条件のいかんによっては合併拒否の行動も選択範Bflにある。 小なりとはいえ、琉球が独立国

であるならば、独立国日本と同格であるのが当然であり、そういう見地からお互いに納得のいく合併条件

を作り出すことこそが重要なのである。 明治時代とは異なり、民主主義国家である現在の日本の国家指導

者たちは、よもや「琉球処分」的手法はとらないであろう(5)e

(2) 1972年の選択

「一民族一国家というスローガンには、なんらの同義的強制力があるわけではない。 日本民族が、多数

の国家に分属したうえで、連合国としての日本を作り上げることができたとしたら、日本の国家は、もっ

と理性的なものになっていたであろう」(6)と彼は述べる。

だが現実の日本は一億の大きな人口を擁し、中央集権度の高い単一国家となっていて、とてもスイス連合

国やアメリカ的連邦にはなれない0 だがそれらから学ぶべきことがあるのではないかと平氏は問いかける0

それは地方分権であり、地方自治である。

今や、日本の地方自治はrZ割自治」またはそれ以下になりさがっ~ている。もし、琉球に関して私が提言しているような、

地方の独立が達成され、国と地方との関係が、民主主義と地方自治のあるべき姿に戻ることができれば、近代国家としての日

本は、それだけ脱文明過程における巨歩を進めたということもできる。琉球の特殊な地位が、日本の体制に新しい地方自治精

神をふきこむ契機ともなれば日本民族の歴史における琉球の使命の十端が実現されたともいえるのではなかろラか(6).

1972画こ独立国琉球の建国、ついで日琉合併というのが、もっとも望ましい形での「日本復帰」な

のだが、その実現可能性はきわめて低い。 だがたとえそれが実現しなくても、日本における地方制度がこ

の形式に似た柔軟性を秘めていることに彼は期待をつなく二

(3) 「沖縄特別自治体」構想

Aアメリカの琉球統治の終了と同時に、琉球を「沖縄県」としていきなり日本国内にとりこんで、即座に

「本土なみ」に、制度、法律のよしあしにかかわらずおしまくるというのではなくて、「沖縄特別自治体」

のようなものにして、中央と地方の関係におけるまったく新しい実験を試みたらどうカiと、彼は提案する。

この仲平縄特別自治体」を、「琉球共和国」から位階I-⊥等を減じたようなもの、と注記している(7)cもし

地方自治に串ける県制にかわるこの新制度が成功するならば、同制度を希望によっては他府県に及ぼした

らどうだろうかと平氏は提案する1972年の沖縄復帰を契機に、日本が歴史の再認識と地方自治の再

検討へと進むことを切望すると、彼は述べている(8)c

こう見るならば、1972年は、琉球にとってのみ、重要な選択と決定の年であるばかりではない。 日本の国としての近代

性が問われる年であるともいえる。 私は心ある「日本人」に訴えたい。 日本の各県、各地方にも、あらためて見直すならば、

わが琉球の独自性にも似た、独特の伝統があり文化があるのではないかと。

地方のこういう特徴が、国家および国民経済の都合によって、たえずふみじられるというのが、日本のいわゆる「近代化」

の全過程ではなかったろうか(9),。
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ともあれ沖縄だけに適用される「特別自治体法」を立法することになるが、それは現行法の範囲内で十

分に可能である。 憲法第95条と地方自治法第261条にその可能性が含まれている。

憲法第95条によれば、「-の地方公共団体のみに適用される特別法は、法律の定めるところにより、そ

の地方公共団体の住民の投票においてその過半数の同意を得なければ、国会は、これを制定することがで

きない」と規定されている。 だから特別法によって、沖縄を特別自治体として設置し、その法律を沖縄の

人民投票によって制定するということは、日本国と沖縄住民との間q)一つの契約と解釈することができ、

この種の法律を、「日曜合併条約」らしいものに作り上げることができるのではないかと彼は述べる。

このように′して平氏は、琉球の日本国への参加を、日本における地方自治の新しい突破印こしたいと念

願している(10).

2　久場政彦の「沖縄特別地域」構想- ・ "なぜ「神経方式」が'

(『中央公論』 1971年9月号)

(1)非鵡封ヒを求める沖縄

1920年に沖縄で生まれ、明治大学、ミシガン州立大学大学院で経済学を学んだ久場政彦教授は当時、琉

球大学で教鞭を執っていた。 上記の論説の冒頭で彼は、同年6月17日に日米両政府間で執り行なわれ

宇宙衛星中継によってテレビに映し出された沖縄返還協定の調印式が、沖縄の人々に名状Lがたい疎外感

を与えたと述べている(11). なぜなら、この協定の内容自体が沖縄の民意からはるかにかけ離れていた

からである。 沖縄の人々が希求する日本復帰というのは、たんに施政権を米軍の手か/E,日本に移すのでは

なく、復癖を機会に脱軍事基地の沖縄の新しい体制を確立し、平和を確保することにある。

悲惨な沖縄戦の後も27年間にわたって過酷な米軍支配下に置かれ続けた苦い経験から、有事の際に再

び国益の名の下に沖縄が戦場化し、本土の限界地域として具合が悪くなったら真っ先に切り捨てられる憂

き目を沖縄の人々はもう二度と味わいたくなかったのである。 だから沖縄の人々が本土に強く求めるもの

は、復帰後は早急に軍事基地的色彩を払拭してもらいたいということであった。

沖縄を国際緊張の前線要塞としてではなく、緊張緩和の緩衝地帯として、たとえは教育・文化・経済の国際交流の場とし

て活用するのであれば沖縄の人々はこの新しい使命に勇躍するであろう。 そして、このことはまた、平和日本の姿が沖縄を

とおして鮮明にされ、日本の国際社会での評価を高めることにもなると思う(12),

沖縄の非武装化という主張は、日米両政府の態度からもまったく無意味のようにみえるかもしれない。

だが「万物は流転する」(へラクレイトス)というように、時として思わざる速さで思わざる方向に動いて

いくことがあると久場氏は言う。 おりしもこの頃、キッシンジャー国務長官が秘密襖に北京を訪問し、そ

の後、ニクソン大統嶺の中国訪問を発表(1971年7月)、、世界を驚かせ、佐藤政権にも大きな衝撃を与え

た。
.

このような変転の作用の中に、沖縄の人が軍事基地を脱した、国際的平和交流の拠点としての新しい沖縄建設の機を掴も

うとうかがうことに何のおかしさがあろう。 米・中両国が国交を回復し、友好を進めようとしている状況下において、同じく

日・中関係の早急な改善をのぞんている日本が両国のために協力しうる積極的な方策は、′沖縄の非武装化ではないだろう

か。-・中国の脇腹に筒口を向けた砲座を据えておいて、米・中あるいは日・中の友好関係が促進されるはずがないからで

ある(13).

(2)基地依存経済を脱却するための公共主導による地域開発の緊要性
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1970年の時点で米軍基地からの収入は、坤縄経済のGNPの30%弱と比重が非常に大きかった。 だか

ら脱軍事基地を主張す、るならば、いわゆる基地披存経済から脱却する産業の開発が不可欠であった。 その

ためには公共主導による社会資本の拡充に着手し、適正企業導入の誘因を兵体的に形成していくはかはな

い。

だが久場氏は、こうした地域政策が画「的に本土の馳点開発方式の後追いをするものであってはならな

い、と警告している。 _なぜなら工業化を主軸として強力に推進された日本の地域開発は、国民生産の急速

かつ継続的な拡大という量的な効果をあげてきたが、他面、急激な工業化が公害や自然環境の破壊や人口

の偏在という弊害を招いている。 こうした弊害を反省した上で新しい地域開発のあり方を沖縄で実施して

もらいたいと彼は要望している(14),

沖縄の土地は米軍が、もっぱら軍事戦略的観点から言ましいままに占取し、基地を設営してきているために、民側における

経済諸要素の配置や、経済ルートの延長はいびつなものになり、効率的活動が阻害されている面もあるが、工業化による国土

の損壊が本土ほど顕著でなく、自然的所与、すなわち自然の美しさ、清澄さが現在なお豊富に残っている。したがって、沖縄

の開発は、自然と人間活動の調和のある循環の維持を基本とした形でおしすすめることができるはずである。これがうまくゆ

けば、単に沖縄だけの開発にとどまらず、地域開発の新しいパターンとして「沖縄方式」という名のもとに、日本の各地の開

発のよし参考になることができるであろう.そうなると、沖縄の人々は復帰後、経済的にきびしい期間がある程度続いたとし

ても、この沖縄の担う新しい使命感に支えられて、それは耐えていけるものである(15).

そしてこの沖縄方式というエコノミーとエコロジーの調和ある循環を基調とする開発を進める具体策を

第一次、第二次、第三次の産業ごとに詳細に検討している。

( 3)沖縄を特別自治地域に

次に、こうした開発を具体化する主体について久場氏は言及する。 開発の主体のあり方として、沖縄住

民の意思が直接に反映される地方自治体があたらなければならない、と主張する。 沖縄の人々が望んでい

る平和的開発を確実に実施し、中央から国益の名のもとに軍事的基地としての犠牲を強いられないために

も、このことは肝要であると言う。 近年の日本は明治以来の中央集権体制のために地方の独自性が失われ、

縦割り行政によって地域社会の共同体意識を希薄化させ、府県行政を非能率化させ、いまや地方自治のあ

り方に深い反省が加えられつつある(16),

沖縄はそのような状況下の日本に復帰し、県単位の自治体の一つとして組み入れられよう阜しているが、

この間題については考え直す必要がある。 そして結論としては、沖縄を特別自治地域とすべきであると久

場政彦氏は提唱する。 その理由として次の3点を彼は挙げている。 第1に、戦前戦後を通じての差別の歴

史の中で培われた本土への不信感があるので、戦前と同じ行政形態に戻ることによって、再び中央の決定

で沖縄の人々の運命が不本意に左右されるような限界地域になりたくない、第2に、米軍支配下において、

沖縄の人々は長い苦しい民主的な戦いを通して、主席公選を初めとして行政・租税・教育等の立法権とい

う大幅な権限を実質的に獲得しているので、これを日本た復帰して他県並みになることによって失いたく

ない、第3に、本土の各県の後塵を拝する形になるのではなく、本土が前向きの姿勢で試みようとしてい

る新しい地方自治の確立のために、そのフロンティアとしての役割を果したい(17),

沖縄を特別自治地域にすべきであるというこの構想について、久場氏は70年6月、那覇市で3日間に

わたって開催された「沖縄開発シンポジウム」(日本地域開発センターと琉球大学経済研究所の共済)にお

ける3名の政治学者(行政学)の発言を取り上げている(18).
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比嘉幹郎琉球大学教授- ・沖縄の特別自治体構想を提案

、日本復帰後、沖縄の直面する最大の政治課題は、いかにして中央からの支配を卵冷して自治を確立するかである。 いわ

ゆる合理的、能率的中央集権制と自治的地方分権制との総合、または調整という形で論争が展開されると予想されるが、

民主主義の立場からは、当然後者に比重gおかれるべきだと考える。 沖縄の地方自治は単なる類似県なみでなく、特別自

治体を志向しなければならない。そゐ必要性は、沖縄は文化的に本土の都道府県と必ずしも同一に論ずべきではない。 ノ地

亡
理的に遠く離れている、それに歴史的背景も異なる。沖緒住民が既得権を主張し、弓餅的勺に分断されてきた期間にできた

本土の法律や制度の適用に反対するのは、不当ではない。 沖縄の自治は住民の闘争によって獲得したものであり、沖縄に

特別自粉体をおくことは…日本変革"の突破口になるものと確信している。

井出嘉憲東京大学助教授-・比嘉提案に賛成

望ましい自治像としての比嘉教授の提案には基本的には賛成である。 日本における自治とは、戦前の富国強兵等や戦後

の経済成長にいたる経過をみると明らかなように、基本的にも胡妨自治イコール行政でしかなかった。 本土と沖縄は単純

には重ならないが、地方自治の価値原理からいえば自治と昧人間の生命と暮らしを守る、言い換えれば人間の価値観を

目標としたものでなければならないと思う。比嘉提案はその点に立って論及しているので賛成である。

吉富重夫大阪市立大学教授- ・座長として総括、沖縄の既得の自治権喪失を危倶

政治や行政の仕組というのは、いかにうまく考えられるかにポイントがるのではなく、いかにその土地の気質に合っ

ているかということに重点がある。 これはイギリスのラスキンのことばだが、これは政治の根源をついたものと思う。 日

本の場合、、地方自治は北から南まで画一的な制度がとられている。 人口や土地にかかわりなく同一制度となっている。 こ

れは大きな問題である。こういう画一的制度が、大都市では都市間題の解決を困難にし'. 過疎ゐ問題についても対応のし

かたを誤るという欠陥が出てきている0 沖縄が復帰して日本の地方自治法がそのまま通庸されると大きな質の転換が現わ

れてくる。沖縄は現在はガバーメントとして高い自主性を持っているが、復帰によってたんに本土の一地方団体に転落す

る。そこで私は、沖縄は復帰で今まで持っていた自主性すら失うのではないかということを痛感する。
_

沖縄に幅広い自治権を認め、特別な地域として日本の新しい地方自治体制の先導役をつとめさせると

いう方向性について、シンポジウムにおける上記の沖縄と本土の報告者たちは一致していた。 そして久場

政彦氏はこの論説の最後を、次の言葉で結んでいる(19),

思えは沖縄が1872年に海東の小王国から日本の一地方自沿体として併合されて以来、ちょうど百年目の1972年に沖縄

は再び日本のもとにひきとられ、その行事を定めようとしている。 新しい沖縄を受け入れる革袋は、いま日米両国政府の手で

政治交渉を通じ着々と準備されつつある. 「政治は可能性の芸術である」という. 沖縄の人々がこの日本復帰という重大な変

革を機に手中に収めたいと願ってやまない平和と自治、これを日本蜘耐ま政治のカセ可能にしてもらいたい。 もしこれが政治

のかけ引きにふりまわされて、沖縄の脱軍事基地化の意向に一顧も与えなかったりするならば、沖縄の人々の脳裏には「政治

はむしろ可肯排巨抹殺の技術」として印され心底に政治不信の波動が-ナ段とうねりを高めていくことであろう。

3　比嘉幹郎の「沖縄自治州」構想-. ・ "沖縄自治州構想論''

(『中央公論』 1971年12月号)

( 1)`自治構想の必要性
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1950年最年少の19歳で米国に留学した比嘉幹郎氏は、ニューメキシコ大学やカリフォルニア州立大学

で学んだ。バークレー校のスガラビ-ノ(RobertA. Scalapino)教授の下で博士論文を書き、それが65年

に『沖縄一政党と政治』(中央公論新書)として出版された。 上記の論説を執筆した当時は久場氏と同じく

琉球大学教授であったが、その後、79年から西銘県政の副知事を務め、さらにを討中縄振興開発金融公庫副

理事長を経て現在はブセナリゾサト(樵)社長である。 「私は米国留学で民主主義と自立的・効率的な生き

方を学んだ」と語っている(20).

沖縄の米軍は、無制約の基地を維持するために、絶対的な施政権まで掌握していた。 しかし住民の盛り

上がる自治闘争に直面して、この軍事優先策のためには施政権を日本へ返還するのが得策だと判断したの

である。だが間近に迫る沖縄の施政権返還に伴って、これから沖縄の自治権の問題が浮彫りになる。 なぜ

なら日本では敗戦直後、米占嶺軍が意図したように伝統的な中央集権体制が排除され地方自治が確立され

なかったからである. そして次のように述べている(2D。

返還後の沖縄は、中国との関係で、こんどは日本の軍事的最前線にもなる。 本土政府が軍事的理由で沖縄住民の自治権を侵

害する危険性は十分ある。したがって、沖縄住民の前途は依然としてきびしく、こんごは本土政府を相手に俄烈な自治闘争を

展開しなければならないだろう。

異民族の支配下に置かれてきただけに、沖縄の住民はかなり高い自治意識を持つようになったし、また

曲がりなりにも実質的な自治権を勝ちとってき車。 施政権返還という歴史的な転機に直面して、「自治構想

もなく、たんに類似権なみという形で日本の中央集権体制に組み入れられると、まさに悔いを千載に残す

ことになろう」(22)と比嘉氏は警鐘を鳴らしている。 だからこの際、遅まきながら一刻も早く施政権返還

後における沖縄の自治構想を案出し、沖縄住民のコンセンサスを求める必要がある、このような焦燥感に

駆り立てられて、対本土政府との交渉において堅持すべき沖縄の自治の基本姿勢を比嘉氏は提示する。 そ

して公害問題を契機に本土でも地方自治のあり方が再検討されつつあるので、沖縄の自治闘争が本土の

人々の協力を得て、日本全国における地方自治確立の突破口になってほしいと述べている(23),

(2)地方自治の概念

地方自治の基本理念はいうまで車なく、当該地方に居住する人々の意思が最大限に反映された政治、行

政を行なうことであって、地方自治は普遍的な民主主義の原理につながるものであり、それは主権在民を

-大原則とする日本国憲法にも保障されている(24),そして沖縄の復帰運動は、民主主義をめざす運動

だったと比嘉氏は言う(25).

ひとくちにいえは沖縄の復帰運動も民主主義を目指すものであった。 -・沖縄住民の意思を無視して米国に附与された

施政権を奪還し、人民主権の民主的原則を実現することにあったといえる。 -・沖縄住民の自治権獲得闘争も人民主権説の

実現を目標とするものであったといえる。 その意味で、自治闘争は復帰運動と密接な関連性を有している。 この闘争は、「自

治に勝る善政なし」という前提のもとに、具体的にを桁政主席の公選制、米民政府の布告・布令の撤廃、琉球政府に対する米

民蜘符の干渉の排除、裁判権の拡大など多くの目標を設定して強力に展開されてきた。 民意の尊重という民主的原則が、戦前

の日本統治下において否定され種々の形で本土との差別を弓鋪rjされた経験があるだけに、その原則を沖絶住民は強く意識し

ている。

そしてこれから沖縄が直面する最大の政治課題は、いかにして中央からの支配を排除して地方自治を確

立するかである、と比嘉氏は言う0 その際、自治概念をめぐる論争あるいも君中縄住民の自治能力への批判
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もあるだろうが、しかし「沖縄の住民は、自らの意思に基づいて行われる政治、行政が地方自治であり、

地方自治の尊重は民主主義の基本であることを「貫して堅持し続けなければならない」(26),

(3)琉球政府の実情

「自治は神話である」と言い放った高等弁務官もいたように、沖縄における絶対的な政治権力は米国政

府にあった。 だが沖縄住民の長期にわたも自治闘争の結果、琉球政府は立法、行政、司法の各分野で実質

的に大幅な権限を行使するようになった。 立法院は、対内的に適用される法律を本土の法律に倣って制定

し、米民政府の布告や布令を徐々に整理してきた1968年に実魂した主席公選によって、沖縄におけるほ

とんどの許認可権は主席が掌握するようになった。 琉球裁判所の権限も拡大され、米国政府は政治的反発

を恐れてもはや干渉できない状態になっている。

だがこうした琉球政府の権限も、本土政府の復帰対策要綱から判断すると、返還後には大幅に縮小され

そうである。 教育委員の任命制など本土の法律や制度が画一的に適用されると、沖縄の自治は後退する。

主席の許認可権は本土政府に吸い上げられ、沖縄の実情をよく知らない各省庁の官僚によって行使される

ことになるだろうふ裁判所制度も大きなブロックに含められると、地理的に本土から遠く離れている関係

上、不便なものになるだろう. 現在進行中の復帰準備作業は沖縄住民が願う自治権確立への道を逆行して

いる。

この逆行は、基本的には、復帰準備の主導権が、住民の自治と福祉の最優先を標模する琉球政府にでは

なく、-沖縄における軍事基地の保持を最優先する日米両政府にあることに起因する。 日米共同声明(1969

年11月)に基づく復帰準備委員会は、日米両政府代表を委員として構成され、琉球政府代表は同委員会

に顧問の資格でしか参加できないし、また復帰対策要綱案を作る中心的機関は、沖縄を他府県並みに画一

化しよとする総理府の沖縄∴北方対策庁である(27),

だが比嘉氏が問題として強調しているのは、こうした形での復帰準備を沖縄側が許容していることであ

る。というよりもむしろ琉球政府が日米両政府主導の復帰準備に積極的に協力しているようにみえること

/である。
琉球政府をそのように仕向けている主な原因として、沖縄側の強い県並み(-本土並み)指向性

と屋良主席の弱い政治的立嘘を彼は挙げている。 というのも琉球政府の要望事項をみると、一定期間の特

別措置や経過措置の適用を要請しているとはいえ、埼球政府を裏基本的には安易に沖縄の他府県並みを志向

し、多くの行政機能を国へ移すことを考えていることがわかるからである。 こうした安易な考えの背景に

は、戦後の米軍統治下における長期にわたらて、沖縄が変則的な地位に置かれたために、いわゆる国政機

能まで担当し、財政的に不当な負担を背負わされてきたという意識が働いてし. ゝる。もちろん沖縄が本土政

府の政策によって差別と犠牲を強制されたために生じた、他面に及ぶ本土との格差を是正することは国の

義務である0 だがこの義務を果させるために琉球政府の行政機能や権限を国に移す必要はないと比嘉氏は

言う。 県並み指向性の背後にはまた、. 本土政府の画一主義はとうてい変更できないものであるという事大

主義的意識が働いているかもしれないとも言う。 屋良主席は71年1月に諮問機関として復帰対策県民会

議を発足させたが、その答申をみても主体性を欠き、県並み指向性を脱却できておらず、こうした琉球政

府の県並み指向性は、本土の地方自治の実態からみて、沖縄の自治権確立の目標に逆行するものでしかな

い、と批判している。 また屋良主席の弱い立場については、本土政府からの財政支出を要請しなければな

らない立場と、野党が支配する立法院に対処しなければならない状況を挙げている。 こうした不利な状況

に対処すべく屋良主I酎ま県民党的立場を. 強調するようになったが、そこから行政府と与党・革新団体との

間に亀裂が生じた。 このように琉球政府は強い県並み指向性と屋良主席の弱い政治体制のために主体性を

発揮していない、と指摘している(28).

(4)自治確立のための基本構造

-42-



それでは施政権返還後の沖縄において、自治を確立するにはどうすべきなのか。 前述した地方自治の基

本理念からも、沖縄にとって自治とは、住民の意思を最大限に反映させて、権威的な政策を決定し実施す

ることにはかならない。 この自ら治める権能は、もともと住民が保有しているものであって、たとえその

一部を国へ委譲することはあっても、国から委譲されるものではないという認識を出発点とすべきである。

このような認識を前提にすると、沖縄の施政権は本土政府にではなく沖縄住民に返還されるべきことにな

り、琉球政府はその行政機構や機能や権限を本土政府へ移すことによって縮小するのではなく、逆に弓封ヒ

拡大する努力をしなければならない、と比嘉幹郎氏は主張する。 琉球政府はまた、強力な中央集権体制の

日本においては、県並みを指向すれば自治権の大幅な縮小につながるという危機感を持って復帰対策を策

定しなければならないのである(29).

沖鞄州

したがって施政権返還後の沖縄において地方自治を確立するためには、たんなる本土の類似権の政治・行政を模倣する

のではなく、沖縄独自の特別自治体を構想する必要がある。-・この特別自治体を沖紺、Nとでも呼ぶのが適当であろう。

この呼称は、憲法で特に規定された権能を連邦政府が有し、その他はすべて州政府が留保している米合衆国における国と

州の関係を参考にしたものと考えてよい。

沖紺州ま、軍事や外交などに関連する特定の権能以外のすべてを保障することが望ましい。 軍事、外交の分野において

も、特に沖縄が密接に関与している政策については、沖縄住民の意思が十分反映さらたものにしなければならないことは

いうまでもない(30).

行政主席

沖縄特別自治体の行政主席は、一定の任期で住民の一般投票によって選出され、住民生活のあらゆる部門に及ぶ事務に

ついて自主的権限を保有し、中央政府の指揮監督は受けないものとする。そしてこの行牧主席が原則として各種の許認可

権を持ち、電力や水道用水供給など公共事業もその管轄下に置くものとする。したがって、この特別自治体は、本土の都

道府県のような中央政府の行政機関のひとつとして、いわゆる国政事務を管理し執行する責任を負わされるものではない

のである(3D。

沖縄開発庁と沖縄総合事務局の設置に反対

沖縄総合事務局は、かつてその絶大な権限をほしいままに行使した米民政府のようなものになりかねないのである。 い

やむしろそれはつぎに述べる三つの点において、沖縄の自治体にとって米民政府よりも対処しにくいものになるかもしれ

ない。第-に、米民政府は本国政府から大幅に権限を委譲され政策決定においてその意向が十分尊重されていたと考え

られるが、中央集権的伝統を持つ日本政府はその出先機関の権限や意向をさして重視しないであろう0 第二に、日本の行

政官僚は、米民政府職員とは異なり、言葉のハンディキャップがなく、沖縄の実情を熟知し得る能力をもっていると思わ

れるが、その能力が悪用される危険もあるし、また地方自治体をコントロールする巧妙な技術にもたけている. 第三に、

米民政府が少数の例外を除き陸軍省のスタッフで固められていたのに対し. _沖縄総合事務局は、各省庁から出向してきた

職員で構成され~総合と・はいうものの、おそらく日本行政官僚制の最大といわれるセクショナリズムを克服することはで

きず、実際には各省庁ごとのバラバラのタテ割り行政しかできないであろう。

沖縄開発庁構想は沖縄住民と密着した場所で民意を尊重し総合的に調整された形での政治、行政を実現できるものでは

ないと思われるので、その構想に反対せざるを得ない。 また本土の府県なみにその他多くの国の行政機関を沖縄に置くこ

とにも賛同しかねる。なぜならそれは、地方自治の本旨にもとり、国の出先機関を最小限にとどめるべきだという臨時行

政調査会や行政管理委員会での整理の勧告にも沿うものではないからである。 たとえ、国の出先機関を置くことが必要だ
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と考えられる場合でも、その機関の性格や沖縄の特殊性、住民に及ぼす影響等を十分に検討した後に決定がくださるべき

である.沖縄で完全自治体の実現を目指すのであれは原則として、国からの機関委任事務という考え方を棄て、これを

自治体の自治事務として国の関与を排斥する姿勢が必要である(32).

・議会

沖縄を特別自沿体にするためにはまた、強力な立法権限を持つ一つの議会も設置しなければならない。 この議会は、

定期的に住民によって選出される代表で構成する。 本土の現行法規の多くは、沖縄住民不在の間に制定されたものであ

るから、その適用の可否について、沖縄の議会に検討し決定する権限を与えることが望ましい(33).

裁判所

裁判所制度に関しては、沖縄住民ができるだけ現地で裁判を受けられるよう考慮すべきであろう(3 4).

特別措置の必要性

このような沖縄特別自治体構想を実現するためには、中央政府が沖縄に関する数多くの特別措置を講じる必要があ

る。-・周知のように、沖縄はこれまで中央政府から差別と犠牲を強制されてきた。 このような差別と犠牲の開珠が沖

縄の自治にとって何よりも重要なことであり;特別自治体の実現はこれを可能にするだろう。 そうすればまた、過去に

おいてみられたような沖縄本島の宮古や八重山諸島などに対する差別と犠牲のしわ寄せをなくし、市町村レベルにおけ

る自治権も拡大弓封ヒできると思われる。

沖縄特別自治体にとって最も困難な課題は、国からの財政支出を確保することである. -・格差を是正することは、

戦前、戦後の沖縄の犠牲を考えれば、本土政府の当然の義務であり、ぞのためには国からの大規櫛細り援助と財政投融

資を行うべきである(35).

・沖縄特別自治体設置の理由

'①沖縄住民の意思を最大限に尊重する政治、行政-」投的にいえは草の根の民主主義という

斗ニバーサルな価値-を実現するために必要である。

②沖縄の特殊性から

一沖縄は、本土の各府県と同一に論ずべきものではなく、本土全体と対置される一つの自治体として取

り扱うべき特殊性をもっている。
地理的には、沖縄が本土から遠隔の地にあり、かつ広大な地域にま

たがっている。 歴史的、文化的背景も、「大和」との対立意識にもみられるように、かなり異なる。

また戦後には、ユニークな半独立的地位における政治、行政を経験してきた。 沖縄住民が、戦後強力

な自治闘争によって獲得した権能の保持を主張し、本土から分離されている期間中に採択された本土一

の法律や制度の適用に反対するのも不当だとはいえない

~③押掛rJ自治体の設置は、本土における地方自治の確立にも大きく寄与すると思われる。 日本全国に

真の意味における坤方自治を押し広める突破口ともなるだろう。

4~野口雄「郎の「沖縄自治州」構想-・"復帰一年沖縄自治州のすすめ''_

(『中央公論』1973年6月号)

(1)政治目標としての自治州構想

これまでの3名が沖縄もしくを封中絶出身の研究者による沖縄自治州構想であったのに対
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対し、野口雄ナ郎氏を討中絶出身ではなく中央大学教授(経済学)であった。 また上記の3

名の論説が復帰前に発表されたのに対じ、野口氏のこの構想は復帰後一年経過した197

3年6月であった点でも状況が異なっていた。

本土復帰して一年経過した沖縄は円切り上げや海洋博インフレなどで政治的、経済的困

難に苦しんで閉塞状況kあるが、この閉塞状況を打破するためには新たな政治目標が必要

なのであり、沖縄の未来への展望を切り開く政治目標として沖縄自治州構想を提唱した、

と野口氏は冒頭で述べている(38). 当時、坂本義和教授の「沖縄非軍事化宣言」や新川

明氏らのr沖縄独立論」や飛鳥田三雄横浜市長のT沖縄特別自治区」といった政治目標を

挙げているが、野口氏自身の沖縄自治州構想は、沖縄全体を結集でき、しかも本土復帰と

いう現実を逆手にとることができる政治目標となりうる∴という。

(2)構想を支える原理

72年5月の本土復帰によって、. W縄の改革エネルギーは本土に吸収されてしまった。

沖縄自治州構想は、地堺住民の自治権を強化することによって、改革エネルギーを再こ将中

縄に取り戻そうという運動であると、野口氏は主張する。 彼の沖縄自治州構想は運動論な

のであり、だから設計図とか政治形態はさほど重要な問題ではない。 重要なのは、沖縄住

民の主権を本土からの抑圧に抗して確立することができるかどうかという可能性である。

地方自治の理論的根拠についてはドイツ型の自治権伝来説と英米型の自治権固有説の二

つの原理がある. 伝来説は、国家あっての地方でありヾすべての権限は国家にあるので、

国家から国家の判断で委譲されるのが自治権である。 これに対して、固有説は、自らの地

域を管理する自治権はその地域住民にとって固有のものであって、国から分かち与えられ

たものではない。 この両者は相対立する理論であるが、沖縄自治州の発想は固有説に立脚

し、「自治権は沖縄に固有のもの」と考える. 言い換えれば自治州の構想は、これまでaj国

「傭二市町村一住民という政治の流れを、住民-う市町木ト自治州二個という形に逆流させ

ようとするものである。
それは中央集権体制を解体し、地方分権を推進するための行政形

J態である。 すなわち沖縄におおいかぶきっている明治以来の中央集権を解体し、政治を住

民の手に取り戻すことが狙いであり、そのための提案が沖縄自治州の構想である、と野口

氏は述べる。

このようにこの構想の本質はあくまでも運動論にあるので、この構想がある程度、非現

実的なのは避けられない(39).

(3)なぜ「自治州」なのか

「沖縄独立論」とかrf中絶共和国」は現在の沖縄県民には受け入れられないだろう。 ま

た連邦制を実施するには、単一国家を明示している現行憲法を改正しなければならないの

で艶点が多すぎる。 それで政治的分権ではなくて行政的分権である自治州を選んだ、と彼

は説明する。 行政的分権とはいえ自治州は、実質的には独立国家や連邦に近い権限をもつ

ことができるとも補足している。 ちなみ古. =飛島田市長が提唱した「特別自治区」は、あく

までも国の地方自治の枠のなかで特別の処遇を要求するもめであって、自治州に比べれば、

より消極的であると、野口氏は付加している(40)。

(4)沖縄自治州の骨格
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前述したように、沖縄自治州の設計図などはさほど重要な問題ではないと野口氏は述べ

たにもかかわらず、自治州の骨格を設計しておくことだけは提案者の義務であろうと彼は

考えて、以下のようにその骨格を示した(41).

(訪中縄自治州は、州知事のもとに、州政府をつくり、現有の県固有の行政事務のほかに、

中央政府の行政事務の委譲を受ける。 それと同時に、これまで国や県が握っていた権限を、大幅に市

町村に委譲する。 沖縄開発庁などの国の出先機関の業務もヾすべて州と市町村に移される。 すなわち

行政事務の再配分が行われ、その中で市町村の自治権を弓封ヒし、市町村の行政能力を高める。 この高

められた市町村の自治能力こそ、自治州の政治的基礎である0 州知事は直接公選。

(富教育制度や警察制度も、自治権弓釘ヒの方向に沿って改革されるべきである。

③立法制度-

沖紺刊議会は二院制を採用する。 複雑化し多様化していく州民の多彩な意見と利益をできるかぎり正

確に反映させるため。 州議会議員は直接公選。

州議会の立法権は県議会よりはるかに強化され、沖縄に適用される条例については、国で定めた法令

よりも優先権をもたせる。

④司法制度

司法権もできるだけ分権させる。 市裁判所を置いて、一定の範囲ではあっても民事と刑事の一審裁判

ができるようにする。 裁判官の審査制度を強化するが、現在の最高裁国民審査が繍ヒしているのと

ちがって、沖縄という狭い地域に限られているために、審査制は実質的なものになる。 そして将来は、

裁判官の公選制や陪審員制度を採用することも検討する。 いずれにせよ司法権の分癖ま、行政権の委

譲と並んで自治州のシンボル・マークとなる。
、

⑤地方財政の弓封ヒ

沖縄自治州にとっては、地方財政を弓射ヒするために、現行の税制体系を根本的に改革し、地方税を飛

躍的に弓封ヒする必要がある. 所得税、法人税、酒税のうちの地方に配分される比率を高める。 しかし

所得の低い沖縄では、それだけでは州の財源も依然として十分でなし. )0そこで国に対して、地方交付

税の配分を特別枠で行なうように要求する。 そしてできれはこの特別枠を制度的に保証するように

すべきである。 もともと沖縄の貧しさは、長期にわたって異民族支配のなかに放置されてきた本土と

中央政府に責任があるのだから、これは当然の措置である。

⑥沖縄の地域開発に関する制度と組織

・本土復帰後の沖縄の開発は、沖縄開発庁と本土の政府系金融機関によって推進されて

いるが、沖縄の深刻な経済危機に対して無力である。

・沖縄自治州は、悪化した沖縄経済を再建するためにも、独自の開発機構と開発資金を

もつべきである。 I
・沖縄開発庁を解体して州知事に直結する壇域開発庁を設け、さらに復帰によって」投金融機関に変わ

った琉球銀行を州立銀行に改組し、債権発行を行なわせ、開発金融専門の「沖縄開発銀行」を設立す

る。
・日本開発銀行からの出資も受け入れるが、州知事の直接の指揮・命令を受けるようにし、自治州の経
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済的基盤である沖縄経済の再建と自立のための最大の手段とすべきである。

⑦中央政府との調整にあたる「連絡調整委員会」の設置

州代表をオブザーバーとして、中央政府の閣議に参加させるとか、あるいは各省庁の重要な諮問機関

に参加声せて、自治州の独自性を中央政府の行政に反映させるo注意すべきことは、もしも自治州が

十分な行政的力量をもたず、しかも行政的経験の蓄積に努力しないならはこの委員会は直向きのパ

イプとなり、中央政府が自治州を支配する手段に変わりうるという点である。

⑧「自治州外交防衛委員会」の設置

・中央政府が独占してきた外交権と防衛権の行使に対して、沖縄という地域の特殊な立場から、実

質的なブレーキをかける必要がある0 沖縄の場合ほど、その運命が日本の外交と防衛によって左右さ

れる地域はない。 そのための制度として、州知事に直結すろ「自治州外交防衛委員会」を設ける。

・この委員会は、州民の意見を集約して、中央政府の外交・防療政策の決定には、委員長が州知事の代

理と. して直接に参加して、州独自の意見を積極的に反映させる。 発言権の確保が主で限界はあるが、

しかしそれでも中央政府の外交権と防衛権の独占にクサビを打ち込むだけでも、日本の外交・防衛の

路線を変えるためには非常に有効であろう。

( 5)非武装中立の原点へ

・非武装化して平和の島に戻ることは沖縄住民の宿願である。 したがって沖縄自治州は、次のような内

容の「非武装宣言」を行なう。

①自治州成立後、直ちに日本の自衛隊は本土に引き揚げるこ

②自治州成立後3年以内に米軍基地を段階的に全面撤去することを、米国に要求する(42).

(6)九州自治州との関係

同じ自治州という発想が、永年にわたって中央政府から阻害されてきた九州でも提案さ

れていることを考慮すべきだと野口氏は最後に述べている。 九州自治州の構想は、西日本

新聞社が設けた「あすの西日本を考える三十人委員会」の政治行政部会が提案しているが、

林田和博教授や手島孝教授等が中心になってまとめられ、自治の制度・機構についても高

度の学問的な検討がなされていると彼は評価している。 野口氏の沖縄自治州構想は、九州

自治州構想に負うところが多い. だが九州と沖縄の関係刷散妙であり、両自治州の一体化

か共存かは、自治州構想の進展とともに、慎重に討議すべき課題として今後、浮かび上が

ってくるだろうと述べている(43).

(7)結び

最後に、自治州の現実的な可能性については検討できなかったことが残念であると述べ

た上で、次の言葉で野口雄一郎氏は結んでいる(44).

沖縄自治州という構想が、復帰によって沖縄にあらわれた現実を逆手にとりつつ、「祖国復帰」にか

わる新しい沖縄のコンセンサスをうちだす契機になる問題提起であることだけは、忘れてはなるまい。
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5　総括

「沖縄特別自治体」構想を提唱した平恒次氏は、この構想に関して「きわめて具体的、

かつ法制的に、専門家の立場からの議論を、比嘉幹郎氏が提起されたことを特記したい」

(45)と述べている。 また前述したように、久場政彦氏も比嘉幹郎氏の沖縄特別自治構想

に言及している。 久場氏と比嘉氏はともに当時、琉球大学法文学部教授であったし、平氏

と比嘉氏は1-950年にともに米国に留学している。 したがって沖縄出身の三氏は専門分

野は違っていても交流があり、沖縄自治州構想を共有し合っていた仲だったといえよう。

ただ平氏は民族的主張から琉球独立論的色彩が濃厚であったのに対し、比嘉氏と久場氏

の主張には民族的主張は希薄であり、比嘉氏は地方自治論、久場氏は地域開発論のそれぞ

れの専門分野が濃厚であるといった相違点がある。 こうした彼らの主張に当時、本土の癖

究者のなかには前述した教授等意外にも少なからぬ賛同者がいたことが推測される。 たと

えト潮中縄の研究に貢献した中野好夫氏は、復帰の直前に~次のように述べている(46)。

ここ両三年、沖縄自治州、ないしは自治県といったような構想を、沖縄県民佃紛らの発想として見かけたことがある。

特にあまり注目も惹かなかったようだが、現在となってみればこの構想、改めて考え直してみる必要があるのではな

かろうか。

独立論はしばらく措くとしても、ある種特別の自治県制を主張、要求することは、沖縄同胞の当然の権利としてある

ように思えるのだ。おそらく本土保守政府が、もっとも渋い顔をするであろう要求にはちがいないが、′現にアメリカに対しては、超々特別県

的な大基地群の存在を、復帰後もなお唯々講話として許しているのではないか.この現実条件、特別事情に対応する行政上の特別県的措置を

ある程度認めたからといって、少しでも不思議でなければ、本土政府の権威に関することでもないはずである。もちろん、一定の期限つきと

いうのでもよかろう。要するに、基地群の縮小と並行してである.そして基地なき沖縄が実現したとき、行政的にもまた完全に本土並みの一

県という、これなら筋も通るし、話もわかる.

また事実、沖縄県民には、それを要求して然るべき十分の理由があるのだ。島津支配時代、また明治以来第二次大戦期にいたるまでの旧い

差別処遇は、しばらくおくとしても、現に沖縄戦、そしてまた平和条約第三条にもっとも端的に示された処遇は、明らかに差別である.この

歴史的特殊事情が.どうして今日、一種の特別自治県を要求する楓理由として不足であるのか。

そして中野氏はソ連のウズペグ共和国やトルクメン共和国、イングランドに侵攻された

アイルランドの抵抗運動の歴史に言及しながら、これらの歴史や現実が、沖縄の自治権要

求運動、少なくとも特別自治県制要求の運動を、改めて考え直してみる十分な根拠になる

(47)と主張したのである。

本稿で最後に登場した野口雄十郎氏も復帰後一年の時点で沖縄自治州論の意義を再認識

した上で、復帰後の苦難に満ちた沖縄の未来を切り開く全県的運動のための新たな政治目

標として沖縄自治州構想を掲げようと提唱したのであった。

また復帰前後の時期に、'経済学者として復帰後の沖縄経済開発のあり方について、「公害

をもたらした経済主義の本土の拠点開発の後追いをすべきでない」、w縄の美しい自然環

境と文化が保全されるように、総合的で、地元を主体とした経済開発を」と強く要望し続

けた官本憲一氏(大阪市立大学)は『世界』の1971年11月号「<座談会>沖縄復帰

政策を批判する」の後半で、「特別都道府県制」を提唱している。 この対象を君中縄だけでは

なく、もっと一般的な提案であったが、北海道と沖縄を想定したその第2グループについ

て次のように述べている(48),
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その特別都道府県とは何かというと、国家事務のうち内政部門を、すへてこの地域に委譲する。 国政の

うち内政の部分を、この地域の都道府県知事に委任するという形をとる。その事業を遂行するに必要な財

源として、国税その他国家財源頓才政の原資を含む)の一部分を国家がその団体に委譲する。 つまり国家

レベルの内政権をもつ特別都道府県制というものを敷いてみたらどうかこ

この官本氏の「特別都道府県制」構想も、名称と手法は異なっていても沖縄自治州の考

え方や内容にきわめて近い. ,冒頭でも述べたように、官本氏はその後もこの構想を引き続

き、提唱し続けた。

現在、わが国では地方分権の一環として道州制が再び、各地で議論され始め、中央政府

もこうした動向に注目している。 "沖縄の日本復帰"という時代の大きな節目に主張された

これらの沖縄自治州もしくは沖縄自治地域の諸構想は、こうした動向にどのように関連し

ていくのであろうか。 その行方を見守りたい。
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